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                             告 示 第 ３ ２ 号 

平成２８年１２月 ８日 

  

地方公務員法及び熊本県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例の規定に基づき、平成２７年度人事行政の運営等の状況について公表する。 

 

                  熊本県後期高齢者医療広域連合長 大西 一史 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 (1)職員の任免状況 

  ①任命者数（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで） 

   ７人（構成市町村からの派遣による） 

 

  ②任命解除者数（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで） 

   １２人（構成市町村からの派遣期間満了による） 

 

 (2)職員数の状況（特別職及び非常勤職員を除く） 

  ３１人（平成２７年４月１日現在） 

 

 (3)所属別職員数 

（表中の平成２６年度・平成２７年度は、その年度の４月１日現在） 

  ①広域連合事務局 ３１人（平成２７年度、※平成２６年度は３２人） 

区分 平成２６年度 平成２７年度 増減 

事務局長 １人 １人 ０人 

事務局次長 ２人 １人 －１人 

総務課 ７人 ７人 ０人 

事業課 ２１人 ２１人 ０人 

会計室 （注１） ３人 ３人 ０人 

注１：会計室の内、平成２６年度は、事務局次長１人、総務課１人が兼務。平成２

７年度は、事務局長１人、総務課１人が兼務。 

 

 ②選挙管理委員会事務局 ３人（注２） 

区分 平成２６年度 平成２７年度 増減 

書記長 １人 １人 ０人 

書記 ２人 ２人 ０人 

   注２：書記長は、平成２６年度広域連合事務局の総務課長、書記は総務課職員が兼

務。平成２７年度は、書記長を広域連合事務局の事務局長、書記は総務課職
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員が兼務。 

 

 ③監査事務局 ３人（注３）   

区分 平成２６年度 平成２７年度 増減 

事務局長 １人 １人 ０人 

書記 ２人 ２人 ０人 

   注３：事務局長は広域連合事務局の事務局次長、書記は総務課と事業課の職員が兼

務（平成２６・２７年度ともに） 

 

 ④議会事務局 ３人（注４） 

  区分 平成２６年度 平成２７年度 増減 

事務局長 １人 １人 ０人 

書記 ２人 ２人 ０人 

注４：事務局長は広域連合事務局の事務局次長、書記は総務課の職員が兼務（平成

２６・２７年度ともに） 

 

(4)派遣元団体からの派遣数状況 

 （表中の平成２６年度・平成２７年度は、その年度の４月１日現在） 

①広域連合事務局 ３１人（平成２７年度、※平成２６年度は３２人） 

派遣元自治体等 平成２６年度 平成２７年度 増減 

熊本県 １人 ０人 －１人 

熊本市 ７人 ７人 なし 

八代市 ２人 ２人 なし 

人吉市 １人 １人 なし 

荒尾市 １人 １人 なし 

水俣市 １人 １人 なし 

玉名市 １人 １人 なし 

天草市 ２人 ２人 なし 

山鹿市 １人 １人 なし 

菊池市 １人 １人 なし 

宇土市 １人 １人 なし 

上天草市 １人 １人 なし 

宇城市 １人 １人 なし 

阿蘇市 １人 １人 なし 

合志市 １人 １人 なし 

玉東町 １人 １人 なし 

産山村 １人 １人 なし 
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高森町 １人 ０人 －１人 

西原村 ０人 １人 ＋１人 

甲佐町 １人 １人 なし 

山都町 １人 １人 なし 

多良木町 １人 １人 なし 

相良村 １人 １人 なし 

苓北町 １人 １人 なし 

国保連 １人 １人 なし 

 

②選挙管理委員会事務局 ３人（広域連合事務局職員兼務） 

派遣元自治体 平成２６年度 平成２７年度 増減 

熊本市 １人 ２人 ＋１人 

宇城市 １人 ０人 －１人 

山都町 １人 １人 なし 

  

③監査事務局 ３人（広域連合事務局職員兼務） 

派遣元自治体 平成２６年度 平成２７年度 増減 

八代市 １人 ２人 ＋１人 

合志市 １人 １人 なし 

山都町 １人 ０人 －１人 

 

④議会事務局 ３人（広域連合事務局職員兼務） 

派遣元自治体 平成２６年度 平成２７年度 増減 

熊本県 １人 ０人 －１人 

 熊本市  ２人 １人 －１人 

 八代市  ０人 １人 ＋１人 

山都町 ０人 １人 ＋１人 

 

２ 職員の人事評価の状況 

 平成２７年度における人事評価は、職員の派遣元自治体で実施。（なお、平成２８年度

からは、広域連合事務局で独自に実施している） 
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３ 職員の給与の状況 

(1)人件費相当負担額の状況（注５） 

年度 歳出額（Ａ） 

（一般・特別会計） 

人件費（Ｂ） 

（一般職の 31人、

職員手当に係る共

済費を除く） 

人件費率 

（Ｂ/Ａ） 

（参考） 

平成２６年度の 

人件費率 

平成２７年度 273,408,026千円 219,149千円 0.080% 0.084％ 

注５：派遣元団体から派遣されている職員の人件費については、管理職手当・通勤手

当・管理職員特別勤務手当・時間外勤務手当・休日勤務手当は広域連合から直

接支出し、それ以外の人件費については派遣元から支出となっている。なお、

派遣元から支出された人件費については、年度末に精算し派遣元に人件費負担

金として支出している。 

(2)時間外勤務手当の状況 

支給実績（平成２７年度決算）  1,122,156円 

職員１人あたり平均支給年額（平成２７年度決算） 41,561円 

支給実績（平成２６年度決算）  894,616円 

職員１人あたり平均支給年額（平成２６年度決算） 33,133円 

 

(3)その他の手当（平成２７年度決算） 

手当名 内容 支給実績 
支給職員１人当た

り平均支給年額 

管理職手当 管理又は監督の地位に

ある職員に支給されま

す。 

2,824,800円 706,200円 

通勤手当 交通機関などで通勤す

ることを常例としてい

る場合に支給されま

す。 

2,954,340円 140,682円 

管理職員特別勤務手当 管理職手当の支給を受

ける職員が臨時又は緊

急の必要その他の公務

の運営の必要により週

休日又は休日等に勤務

した場合に支給されま

す。 

－ － 

休日勤務手当 休日等において正規の

勤務時間中勤務するこ
16,532円 8,266円 
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とを命ぜられた職員に

支給されます。 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成２７年４月１日現在） 

 (1)勤務時間の状況 

  区分 内容 

勤務時間 週３８時間４５分 

休憩時間 正午から午後１時まで 

勤務時間の割り振り 
午前８時３０分から午後５時１５分まで 

午前９時１５分から午後６時まで 

週休日 土曜日・日曜日 

  

(2)休暇の設置状況 

年次有給休暇 年２０日以内 

病気休暇 連続して９０日以内 

 

 

主な特別休暇 

忌引休暇 続柄に応じ１～１０日 

結婚休暇 ５日以内 

産前・産後休暇 各８週（双子以上は各１４週） 

子の看護のための休暇 小学６年生まで年５日（２人以上年１０日） 

夏季休暇 年５日（７～９月の期間） 

 

５ 職員の休業に関する状況 

 平成２７年度において、休業をした職員はいない。 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

(1)分限処分の状況 

平成２７年度において処分はない。 

 

(2)懲戒処分の状況 

平成２７年度において処分はない。 

 

７ 職員の服務の状況 

(1)職務専念義務免除の状況 

延べ件数 １６件 

 

(2)営利企業等従事許可の状況 

延べ件数  ０件 
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８ 職員の退職管理に関する状況 

 平成２７年度において、退職をした職員はいない。 

 

９ 職員の研修の状況 

(1)研修の状況 

主催 研修名 参加延べ人数 

熊本県市町村

職員研修協議

会 

契約事務研修、説明力向上プレゼ

ンテーション研修、高度ＩＴ人材

育成研修（Word 応用、Excel 基

礎・応用、PowerPoint基礎、ネ

ットワーク基礎・応用、セキュリ

ティ基礎、 

３４人 

福岡市 平成 27 年度財政運営力向上に向

けたプログラム研修 
３人 

国民健康保険

中央会 

平成 27年度後期高齢者医療広域

連合電算処理システム運用等新

任担当者研修 

４人 

総務省 人事評価制度に関する講演会 ７人 

地方公共団体

情報システム

機構 

法情報セキュリティマネジメント

セミナー、情報セキュリティ監査

セミナー 

２人 

地方公共団体

情報システム

機構 

情報セキュリティ、個人情報及び

個人番号に関する e-ラーニング研

修（全 6コース） 

３１人 

特定非営利法

人ＮＥＸＴ熊

本 

情報セキュリティ勉強会 

５人 

広域連合事務

局 

事務ミス防止対策研修 
３１人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1)公務災害の発生状況  ０件 

 

(2)勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成２６年度からの継続事案はなく、また、平成２７年度においても新たな措置要

求もなかった。 
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(3)不利益処分に関する不服申立ての状況 

平成２６年度からの継続事案はなく、また、平成２７年度においても新たな不服申

立てもなかった。 


